
様式第７号の２（農用地区域除外用） 

 

農用地利用計画変更意見書（事前相談用） 
 

令和  年  月  日 

 

東松島市長 様 

 

                        ［事業計画者］ 

       

                     住所 東松島市矢本字上河戸３６番地１ 

                            氏名 東松島 太郎 印 

                            電話 ０２２５（８２）１１１１ 職業 会社員 

 

                            ［土地所有者等］ 

    

                           住所 東松島市小野字新宮前５番地 

                               氏名 東松島 一郎 印 

                                 電話 ０２２５（８７）３１１１ 職業 無職 

 

 下記の土地について、農用地利用計画の変更を申し出ます。 

申 

 

出 

 

の 

 

土 

 

地 

土地の所在・地番 
農業生産 

の状況 

地目 面 積 

（ｍ２） 登記簿 現 況 

東松島市○○字□□番の一部 休耕 田 田 ◇◇ 

     

     

     

     

計  

権利の種類 設定・移転［所有権・賃貸借・その他（      ）］ 

変更の目的 

及び変更の 

必要性 

 農家分家住宅の建築を計画しています。 

 現在、小野字新宮前の賃貸住宅に妻と子１人の３人で居住していますが、

子供の成長に伴い、手狭に感じてきていること、父が高齢となり、農作業の 

手伝いをする必要が出てきていることから、住宅を新築するため、実家に 

近い市街化区域内の土地を探しました。 

 しかし、条件に合う土地が見つからず、困っていたところ、父より申出 

地の提供にかかる話しを受けました。 

 申出地であれば、計画している面積を満たせること、父の農作業の手伝い

もしやすいことから今回、申出地の農振除外を申し出るものです。 

 事業計画内容を記載した上で、今回土地

を農振除外することとなった背景を記載し

てください。なお、その際、申出地に替わ

る土地が存在しないこと、市街化区域内の

土地に適地が無いことを記載ください。 
  



事業計画 

事業予定年月日 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

全体計画面積 

（地目別） 

（地 目）                 （ｍ２） 

    田              ◇◇㎡ 

  

計 ◇◇㎡ 

 

※地番ごとに記載願います。なお、地目は現況地目の 

記載をお願いします。 

建築及び工作物 

（構築物） 

（  棟  ）          （ｍ２） （構 造） 

 木造２階建て  １４０．５６㎡ 

 カーポート    ２５．１８㎡ 

 

 ※構造物ごとに記載願います。 

その他  

 周辺農用地等 

 に対する被害 

防除措置 

 周囲に土留を設置するとともに雨水勾配を○から○方 

方に設けることにより、周辺農地への土砂等の流出を防 

ぎます。 

当該土地を 

選定した理 

由及び経緯 

 申出地を選定した理由は次のとおりです。 

  

 ・市街化区域内の土地を探したが、見つからなかったため。 

 ・実家から近く、父の農作業の手伝いをしやすいため。 

 ・自身が所有する土地が無いため 

 ・計画している面積を満たせること 

土地基盤整 

備事業の実 

施状況 

事業名 事業主体 受益面積 事業実施年度 その他 

  ㎡   

  ㎡   

  ㎡   

他の土地利 

用の規制の 

有無、調整 

経過・予定 

農地法第４条第１項による農地転用許可  有 ・ 無 

農地法第５条第１項による農地転用許可    有 ・ 無 

都市計画法第２９条による開発許可        有 ・ 無 

その他必要 

な事項 

 

［記載上の注意］ 

 １  各項目とも枠内に入りきらない場合は、別紙として添付すること（なお、土地所有

者等が複数になる場合は、それぞれ関連する当該土地の地番等がわかるように別紙を

作成すること。）。 

 ２  事業計画は、できるだけ具体的に記入し、また、建物面積は建築面積とすること。 

 ３  選定の理由、経緯には、必ず当該土地以外に代替すべき土地がない理由を具体的に

記載し、それを証明できる資料等があれば添付すること。 

記載不要 

 
記 載 不 要  

事業計画者と土地所有者が同一の場合は、「農地法第４条」、事業計画

者と土地所有者が異なる場合は「農地法第５条」の有に各々○をお願い

します。なお、開発許可に関してもよろしくお願いします。 



 ４ その他必要な事項には、農家住宅の場合はその経営規模、家族構成を、農家の分家

住宅の場合は、土地所有者との続柄、家族構成を明記すること。 

     また、住宅等を移転する場合は、現住宅等の跡地面積、住宅の拡張の場合は、現住

宅等の敷地面積を明記すること。 


